
1 ． 事業構想評価

（１）事業構想「目標を定量化する指標」の達成状況

目標値 実績値 達成率 目標値 実績値 達成率 目標値 実績値 達成率 目標値 実績値 達成率 目標値 実績値 達成率

H30 - - - 1 － － 3 4 5

H30 11 107 973% 12 38 321% 13 14 15

R1 1 169
16887

%
3 6 8 -

木造化（補助率1/2以内） R3

木造化（補助率15％以内）

木質化

未利用間伐材等活用機材整備

木質バイオマス供給施設整備 H30 20 278 1390% 20 244 1221% 20 20 20

木質バイオマスエネルギー利用
施設整備

R2

（注）

１ 　「達成状況」には、各年の目標値、実績値及び達成率（各年度の実績値／各年度の目標値）を記載すること。

２ 　報告年度については、要領第６の１に基づくこと。

３ 　各メニューの達成状況における、目標年度の目標値には下線を引くこと。

４ 　目標値及び実績値のうち、該当がない年度は、「－」を記入すること。

目標 メニュー 指標
開始
年度

目標
年度

備　考１年目（開始年度） ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

達成状況

R4

高性能林業機械等の整備
労働生産性（㎥／人・日）
の増加率

木材利用
及び木材
産業体制
等の整備
推進

木材加工流通施設等の整備
地域材利用量（㎥）の増加
率

木造公共建築物等の
整備

事業費当たりの木材利用
量
（㎥／百万円）

木質バイオマス利用促
進施設の整備

事業費当たりの木質バイ
オマス利用量（㎥／百万
円）

安定供給
体制の整
備推進

間伐材生産
間伐材生産経費（円／㎥）
の減少率



２ ． 全体評価

数値 単位 年度 数値 単位 年度 実績
達成率

(％)
年度

安定供給体制の整備推進

自立的林業経営活動の推
進

山地防災情報の周知

森林資源の保護 森林環境保全の推進 初期消火資機材の配備地区数 1 地区 R1 1 地区 R2 1 100% R2 R2県実績

マーケティング力ある林業
担い手の育成

出荷ロットの大規模化
等の推進

素材生産量（目標値） 446 千㎥ R1 530 千㎥ R2 522 98% R2
令和２年岡山県の
木材流通状況

林業経営体の育成

木材利用及び木材産業体
制等の整備推進

（注）

１ 　全体指標、現状値、目標値、単位については、事業計画の内容とすること。

２ 　達成率は、目標年度の実績／目標値とすること。

３ 　実績については、その調査方法と調査年月日を備考欄に記載すること。（別様可）

４ 　報告年度については、要領第６の２に基づくこと。

５ 　行については、適宜加除すること。

（１）全体指標の達成状況

目標 メニュー 全体指標
現状値 目標年度の報告

備考
目標値



計画主体の評価及び今後の課題とその解決策

（注）

１ 　目標ごとに事業評価を分析したうえでその評価について記載するとともに、事業実施上明らかとなった今後の課題とその解決策を記載すること。

２ 　報告年度については、要領第６の２に基づくこと。

３ 　本表には、目標ごとに評価等を記載すること。

４ 　行については、適宜加除すること。

（２）総合評価

目標 本事業により実施した目標の分析とその評価 今後の課題とその解決策

安定供給体制の整備推進

自立的林業経営活動の推進

山地防災情報の周知

森林資源の保護

   林野火災の多発する時期に併せて、巡視やパトロールの強化、
山火事予防チラシの配布、広報誌、テレビ及びラジオ等を活用し
た普及啓発活動を実施することにより、県民の山火事予防意識の
向上が図られた。
   また、初期消火資機材の導入により、林野火災発生時における
迅速な消火体制の整備が図られた。

  林野火災の発生原因別は、たき火、枯れ草焼き、タバ
コの失火が約８割であり、人為的要因によるものが多く
を占めている。また、月別発生割合では、１月から５月
に集中し約７割を占めているほか、焼失面積について
は、気象条件が大きく関与すると考えられる。
 　このことから、林野火災多発地域において、予防資機
材の配備等の山火事予防対策を展開するとともに、林
野火災多発期間における巡視やパトロールの強化及び
チラシ等の配布により普及啓発を行い、県民の林野火
災予防意識の向上を図る。

マーケティング力ある林業担い手の育成
木質バイオマス燃料の需要増等により、本県の素材生産量は対
前年10千㎥増加し、目標値の98％となった。

今後においても、少花粉苗木の再造林等により、齢級
構成の偏りの改善やCLTの利用促進等による木材需要
の創出など、川上から川下までの施策を推進し、素材生
産量の増加に努める。

林業経営体の育成

木材利用及び木材産業体制等の整備推進


